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今後の災害支援への対応について
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今年度より、災害支援専用ダイヤルを用意し、自治体等からの
要請を２４時間体制で受付します

地域情報が豊富なケーブルテレビの活用事例をまとめました

ハードルが高い放送局の開局・運用を関係者がサポートします

＜参考＞ 平成30年7月豪雨災害における支援一覧 ････９ページ



・ 北海道総合通信局
・ 信越総合通信局
・ 北陸総合通信局
・ 中国総合通信局
・ 四国総合通信局
・ 九州総合通信局 以上６局

対
策

概 要

・可搬型ＦＭ送信機、可搬型送信アンテナ、音声
調整装置等、臨時災害放送局の開設に必要とな
る機材一式を地方総合通信局に配備

配備地方局

（参考：臨災局機材一式）

送信機・音声調整装置 アンテナ一式 アンテナ組み立て後

〇 中国総合通信局では、地方自治体が臨時的に開設する「臨時災害放送局」の放送局用機器の貸出を行い、豪雪、
地震、洪水等の災害発生時において、被災地や避難所等住民への災害支援や生活情報等の提供を支援しています。
貸出し先は、地方自治体。また、災害時の対応であれば、無償で貸出。

〇 中国総合通信局では、平常時から管内地方自治体とともに「臨時災害放送局を活用した防災訓練」を実施してい
ます。災害時においては、地方自治体が速やかに放送局を開設できるよう、放送機器の設置から無線従事者配置及
びＭＣ等、放送局を開設・運用するためのハード・ソフト両面の支援を行います。

〇 放送局用機器は、要請があり次第迅速に貸出できるよう、北海道、信越、北陸、中国、四国、九州の各総合通信
局に配備しています。

臨時災害放送局

• 被害の軽減に役立つ情報
• 被災者の生活安定に寄与する情報

課題
• 機器調達方法の検討
• 設置場所の検討
• ノウハウの共有化

機器を総合通信局に配備
• 平時は自治体における送信点

調査、運用訓練等に活用
• 災害時は自治体に貸出

対策

災害時における臨時災害放送局の開設の円滑化

市町村 被災住民

ラジオ

１Ⅰ 自治体による臨時災害放送局の開設支援サポーターの創設



「臨時災害放送局開設支援サポーター」の概要

分類 社数 支援の範囲
県域放送局 17社 アナウンサー/無線従事者
コミュニティ放送局 3社 アナウンサー/無線従事者
放送設備工事業者 2社 設備の設置・維持/無線従事者

令和元年5月29日現在

２

臨時災害放送局開設支援サポーターの概要

被災自治体
放送事業者
○アナウンサーの派遣
○無線従事者の選任

放送設備工事業者
○放送設備の組立
○無線従事者の選任
○放送設備の保守管理

サポーターの登録状況

http://www.soumu.go.jp/main_content/000323000.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_content/000323000.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_content/000322998.doc
http://www.soumu.go.jp/main_content/000322998.doc
http://www.soumu.go.jp/main_content/000322999.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_content/000322999.pdf


Ⅱ 中国総合通信局の災害対応窓口の強化

中国総合通信局では、災害時における通信の確保、避難所情報等の放送、
電源の確保等を可能とする支援策をご用意しています。
詳しい支援策は、次ページをご覧ください。
また、この他の支援として、Wi-Fiルーターの設置やポータブルラジオの配
付など、通信事業者や放送事業者等に対し支援の要請も行っていますので
ご相談ください。

ご連絡先は 082-222-9711（災害専用電話）
※この災害専用電話は自治体の方に限らせていただきます。
※上記連絡先が不通の場合は082-222-3398(執務時間内)または

080-2924-7791(24時間受付)までお願いします

３



①「移動通信機器」の貸出
災害応急対策等に必要な通信手段の
確保を可能とします。
通信機器は、簡易無線機、MCA用無
線機、衛星携帯電話を配備していま
す。

②「FM放送局用機器」の貸出

災害情報や避難所情報等の放送を可
能とします。

熊野町役場の臨時災害放送局

ＦＭ放送機

③「移動電源車」の貸出

庁舎内の通信設備や、避難所への電
力確保を可能とします。

④「ICTユニット」の貸出 ⑤「無線局手続き」の柔軟化

【申請者】 【総合通信局】

①口頭又は電話等迅速な
方法でやりとりします

② 申請書は、後日速やかに提出

役場庁舎内の電話交換機能を確保す
るポータブル型IP-PBXです。臨時
出張所の開設にも適しています。

無線局の免許、周波数等の指定事項、
無線設備の設置場所等の変更が必要
な場合、申請者からの口頭、電話連
絡等、簡単な手続きにより柔軟かつ
迅速に対応します。

①～⑤の支援の他、自治体の要望と
企業支援（Wi-Fiルーター、携帯電
話、ポータブルラジオ等）の取り次
ぎを行いますので、ご相談ください。

当局が調達し熊野町へ配布したラジオ

４



開催概要

《ケーブルテレビ事業者の意見》
◆河川カメラは設置はゴールではなく、設置してからがスタート。
◆地域の方に知ってもらって活用していただく必要がある。
◆夜間対応のカメラは高価なので自治体の支援がほしい。
◆自治体が行う地域の防災訓練にケーブルテレビも加えてほしい。
◆災害状況の把握にドローンの活用し、自治体から被害状況の
把握に役立ったと感謝された。
《自治体の意見》
◆カメラ映像によって避難を促すことは有効な対策だと思う。
◆災害対応の優先度を考慮して予算化する必要があり、即時の定点カメラ設置は困難。
◆ケーブルテレビとの連携を強化して、戸別受信機の設置やカメラ画像を使った素早い情報伝達
の在り方について検討を始めた。

○ 平成30年7月の豪雨災害において、自治体が発信する災害情報が住民避難に繋がっていないとの課題が指摘された。
○ 平成30年12月27日に広島市が公表した「平成30年7月豪雨災害における避難対策等検証会議報告書」（当局はオブ
ザーバー参加）における住民の避難行動に関する提言として、「総務省中国総合通信局との連携も図りつつ、災害画像・動画
伝達についてのケーブルテレビとの連携について検討すべきである。」 とされた。
○ 本提言を踏まえ、中国総合通信局では、ケーブルテレビ連盟中国支部の協力のもと、ケーブルテレビ事業者と自治体防災担
当者が一同に会し、①被災時に地域に密着した災害情報の発信を行ったケーブルテレビ事業者の実例を共有するとともに、
②地域の実情に応じた災害時の効果的な情報伝達の在り方について検討する会合を中国５県において開催した。

開催日
(平成31年) 開催地

参加者数

ケーブルテレビ
事業者

自治体

２月１４日 広島県（広島市） ８ ９

３月 ７日 島根県（大田市） ９ ８

３月１２日 山口県（山口市） ９ ８

３月１８日 岡山県（岡山市） ７ ８

３月２９日 鳥取県（倉吉市） ４ ６

合 計 ３７ ３９

出された主な意見

▲ケーブルテレビ事業者・自治体防災担当者が参
加

○ 提起された課題や有効な情報伝達の取組をとりまとめ、ケーブルテレビ事業者及び
関係自治体に共有し、住民避難につながる情報伝達の在り方の検討に役立てる。
○ 個別のケーブルテレビ事業者と自治体との協議の場を取り持ち、映像情報を活用
した情報伝達環境の整備促進を図る。
○ 国土交通省における河川監視カメラ設置の取組と連携を図る。

今後の取組
ケーブルテレビにおける災害時情報伝達の取組事例

・自治体との協定締結によるIPカメラ映像の常時提供
・災害時における地域住民へのカメラ映像の無料開放
・テレビ放送と連動したSNSによる情報発信
・コミュニティFM局と連携した地域密着情報の提供
・避難所にテレビを設置し、生活支援情報を提供

「災害時におけるケーブルテレビを活用した情報伝達に関する勉強会」意見等取りまとめ報告
《概要版》 ５



①「災害時におけるケーブルテレビを活用した情報伝達に関する勉強会」意見等取りまとめ報告

意見交換
テーマ

主な意見

地方自治体 ケーブルテレビ事業者

平成３０年７月
豪雨での対応

●７月豪雨では、全国より高い率での避難があったが、ケーブ
ルテレビやＳＮＳと連携していれば、避難者がもっと増えたか
もしれない。避難指示の４文字だけでは、住民の方はすぐに
避難されない。映像情報で見える化することは非常に重要だ
と感じた。

●発災直後から、避難情報はケーブルテレビに情報提供したが、
随時、変化する状況を連絡するまでの体制となっておらず、問
い合わせがあっての対応に留まった点は、今後改善の余地が
ある。

●現場の映像を撮るのは、災害が発生して一日か二日で、発災後
は、生活情報の提供に特化すべきというのがケーブルテレビの
使命であると感じた。

●災害時は、地元コミュニテイＦＭ局と連携し、それぞれが取得し
た情報を相互のメディアで流した。今後は、災害時の情報提供画
面の音声としてコミュニテイＦＭの放送を流す方向で調整中。

●災害時は、市も大変なので、ケーブルテレビは別のルートから
情報を入手できるよう、日頃から仕組みづくりをしておく必要があ
る。

自治体・
ケーブルテレビ
間の連携

●災害情報の伝達は、防災メール、防災無線、戸別受信機を通
じて行っており、ケーブルテレビとの連携では、Ｌ字での情報
提供や生放送での災害情報の発信に取り組んでいる。戸別受
信機がない地域では、情報発信が弱い面があるので、今後、
ケーブルテレビとの連携を強化して、戸別受信機の設置やカ
メラ画像を使った素早い情報伝達の在り方について検討を始
めており、当面、市として５箇所にカメラを設置予定である。

●災害時は、役場職員は災害対策本部に張りつけになるので
、マスコミ対応ができないのが実情。ケーブルテレビに状況を
伝達いただければ非常に助かる。

●災害時に情報収集することはできても各所へ伝達することは
できないのが実情。今後は、災害情報の入力を自動でホーム
ページに反映する仕組みを検討しているが、ケーブルテレビで
の伝達もありだと感じた。

●来年度、地元ケーブルテレビと協定を締結する予定。

●市も災害を機に意識が変わってきており、ケーブルテレビを活用
した情報伝達について理解が深まっている。また、災害時に有効
であったのが、自社のドローンの活用である。市から被害状況の
把握に役立ったと感謝いただいた。

●市が設置した河川カメラの映像の一部をケーブルテレビに提供
していただいている。常時、市民の方が河川カメラの映像を見て、
防災に対する意識付けをしていただけるようにしたい。市は河川
カメラのライブ映像をホームページで公開予定。

●カメラの設置場所は市の施設を使わせていただく代わりに、ケー
ブルテレビから映像を提供するということにしてる。

●市からできるだけ市民に分かりやすい情報を流してほしいという
要請を受けた。

●自治体が行う地域の防災訓練にケーブルテレビを加えていただ
き、日頃から行政と十分に連携していきたい。

《詳細版》 ６



②「災害時におけるケーブルテレビを活用した情報伝達に関する勉強会」意見等取りまとめ報告

意見交換
テーマ

主な意見

地方自治体 ケーブルテレビ事業者

住民避難行動
に結びつくカメ
ラ映像の活用

●映像によって避難を促すことは有効な対策だが、限られた災害
対策費の中で、 カメラの設置費用をどう捻出するかが課題。

●ケーブルテレビのエリアは全域ではないので、情報伝達手段と
して何を使っていくかも含めて検討していかなくてはならない。

●自治体と協議を行っているが、自力でのカメラ設置は難しい。
●市からカメラ設置の要請を受けているが、映像を送り出す側とし
ては、災害対策本部の方が夜間も監視できるカメラでなければ置
く意味もないと考えており、今後、市と協議・調整を進めるところ。

●河川カメラの設置はゴールではなく、設置してからがスタート。
地域の方に知ってもらって活用していただく必要がある。

●定点カメラは、ターンもズームもできないシンプルな防犯カメラの
ような安価なもので、防災機能を満足するものに絞り、設置箇所
を増やしている。それ以外に費用がかかるのは、自営柱、カメラ
機器の収納ボックス、センター側の映像保存・集約装置等である。

災害時におけ
るＳＮＳの活用

●今回の災害でＳＮＳとケーブルテレビは非常に親和性があると
感じた。

●地元に高齢者が多いので、ＳＮＳなどを使えない人をどうするの
かが課題である。

●市では、音声告知放送の内容をアプリで流せるよう検討されて
いる。自社でもアプリの構築を考えているが、双方からの情報に
時差が生じたり、錯綜してもいけないので、市と協議を進めてい
かなければならない。

●ＳＮＳ画像を自治体が活用する場合は、様々な問題が付随して
くる。
ケーブルテレビの場合は、責任を持ちつつも、最終的には自己

判断で行った。

７



笠岡放送（株）代表取締役社長 枝木 亮大 氏 「映像情報を活用した情報提供環境の整備」

（株）ちゅピCOMひろしま 編成制作部長 藤本 裕輝 氏 「西日本豪雨 対応と放送について」

中国５県での災害時におけるケーブルテレビの取組事例紹介
三原テレビ放送（株）相談役 中村 勝 氏 「平成30年西日本豪雨災害 三原テレビ放送の取り組み」

 ケーブルテレビが情報発信のパイプ役となることで世代を問わず情報を届けることができる。
 緊急災害時は、待っているだけでは情報は入って来ない。
 SＮＳをこまめに閲覧し情報収集を開始し、掲載許可を取り放送・発信した。
 地上放送局がやらない地域に特化した生活支援情報を24時間発信し続けた。
 結果として、自然と市民から情報が集まってくるようになった。

（株）アイ・キャン 技術部長 吉村 満則 氏 「株式会社アイ・キャン 防災関連事業概要」

大田市情報化推進アドバイザー 福田 卓夫 氏 「島根県西部地震における市民への情報伝達」

（株）中海テレビ放送 放送事業本部 報道部 課長補佐 日高 由史 氏 「中海テレビ放送 災害報道の取り組み」

 災害時には、通常の放送を打ち切り、スタジオから生放送を行った。
 ライフライン情報は、独自取材により入手した。
 独自カメラ７台による映像を常時放送した。
 視聴者から、知りたい情報をすぐに得ることができ、一番見やすいと話題になった。

 石見銀山テレビ放送（株）を大田市「地域防災計画」上の指定地方公共機関に位置づけ、避難所開設情報、断水・給水情報、道路
通行止め情報等を発信した。

 地震発生直後から、市民に地域密着情報を伝える手段として、ケーブルテレビが非常に有効に機能した。
 被害の大きかった社員は、自宅周辺の情報を取材を行った。
 きめ細かな生活支援情報を放送することで、市民を勇気づけることができた。

 災害時には、定点カメラの映像を一般に無料開放している。
 カメラ映像は、自治体からも遠隔にて確認が可能である。
 ケーブルテレビ事業者が地元にカメラを設置することで、自治体の要望を実現しやすい環境が整備されている。
 停電時においても自動起動するケーブルラジオを導入。

 災害時には、視聴者が命を守る避難行動に結びつけるために放送を行うという理念を持ってやっている。
 災害時には、状況に応じ、自動・手動によりＬ字放送にて情報の提供を行っている。
 番組を通じたハザードマップの周知など、日頃から市民の防災意識の醸成に努めている。
 情報カメラ28台により街の様子をリアルタイムで常時発信している。

 河川の氾濫、土砂崩れなど、想定していなかった場所・時間で災害が起きた。
 コストパフォーマンスに優れ、多地点で設置、録画が可能、拡張性及び汎用性のあるマルチライブカメラ送出システムを導入する予定。
 ケーブルテレビ事業者が行政に映像情報を提供し、行政は、カメラの設置箇所を提供するなどの相互連携を想定している。
 実際のカメラの設置場所は、社内において公募、検討を行い、決定した。

８



倉吉市

境港市
岩美町

八頭町

若桜町

智頭町

湯梨浜町

三朝町

北栄町
琴浦町

南部町

日吉津村

大山町

日南町

日野町

江府町

伯耆町

鳥取市米子市

岡山市

津山市

玉野市

笠岡市

井原市

高梁市

新見市

備前市

赤磐市
和気町

瀬戸内市
早島町

浅口市

里庄町

矢掛町

吉備中央町

真庭市

新庄村

鏡野町

勝央町

奈義町

西粟倉村

美作市
美咲町

久米南町

山口市
下関市

宇部市

萩市

周南市

下松市

岩国市

山陽小野田市

光市

長門市

柳井市

周防大島町

和木町

田布施町

平生町

阿武町

松江市

浜田市

大田市

益田市

安来市

江津市

奥出雲町

雲南市

飯南町
美郷町

邑南町

川本町

津和野町

吉賀町

知夫村

安芸太田町

廿日市市

大竹市

北広島町
安芸高田市

庄原市

世羅町

三次市

神石高原町

美祢市

防府市

隠岐の島町

西ノ島町

海士町

上関町

出雲市

（斐川町）

＜参考：中国総合通信局等による平成30年豪雨災害支援一覧＞ ９

○支援自治体
１県

11市
4町

○支援物資 (延べ数) 
・ラジオ 1,100台
・MCA無線機 140台
・簡易無線機 104台
・衛星携帯電話 7台
・臨時災害放送

局設備 3台
・ＩＣＴユニット 2台
・移動電源者 2台
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